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起業者 東京都千代田区霞が関二丁日1番3号
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意見書について〔提出〕

一級河川球磨川水系川辺川ダム建設工事及びこれに伴う附帯工事に伴い、平成13年12月18日付け国九整一用第270-1号で収用裁決申請し、同日付け国九整一用第270-2号で明渡裁決の申立をした事件について、土地収用法第63条第2項の規定に基づき、別紙のとおり意見書を提出いたします。

意　見　書

その他権利を主張する者代理人熊本一規氏の9月18目付け意見書に対して次のとおり反論いたします。

1.その他権利を主張する者代理人の主張

平成15年9月18日付け意見書において、その他権利を主張する者代理人は、「切り替え後の漁業権は、切り替え前の漁業権とは何の関係もない、まったく新しい漁業権」(1頁25行目及び26行目)であり、本件裁決申請は却下されるべきことが明白であるとしています。

「切り替え後の漁業権」が新たな漁業権であることでなぜ本件裁決申請が却下要件に該当するのか、土地収用法上の説明がなされていないため、その法的論拠は必ずしも明らかではありませんが、収用裁決手続きを、行政訴訟のように個々の行政処分を特定してその取消しを求める手続きと同視した上で、本件収用裁決手続きは「切り替え」前の「内共第6号」という免許処分に基づく漁業権を対象とするものである以上、漁業権の「切り替え」により収用・使用の対象となる権利自体が失われる結果、本件裁決申請は収用・使用する権利の特定を誤った違法なものであり、また、仮に裁決を行ってもその効果は「切り替え後の漁業権」には及ばない無意味なものとなるため、収用委員会は本件裁決申請を却下すべきとする趣旨と思われます。

しかしながら、この主張は、次に説明するとおり、土地収用法の解釈を誤った失当なものです。

２.権利取得裁決の効果

(1)土地の収用の場合

土地を収用する場合の権利取得裁決の効果について、土地収用法第101条第1項は、「権利取得裁決において定められた権利取得の時期において、起業者は、当該土地の所有権を取得し、当該土地に関するその他の権利並びに当該土地又は当該土地に関する所有権以外の権利に係る仮登記上の権利及び買戻権は消滅」すると規定しています。

この効果は、通説・判例によれば、起業者による裁決申請に係る土地の所有権の取得は前主の権利を移転取得するものではなく、負担・制限・暇疵のない原始取得であって、その反面の効果として、同項ただし書きに規定する権利を除き、土地に関する所有権以外の権利は、その設定時期や当該権利の根拠となる法的行為のいかんにかかわらずすべて消滅すると解されています(昭和39年(ワ)4967号・大阪地裁昭和42年7月15日判決・判例時報513号66頁、「(改訂版)逐条解説土地収用法・下」(小澤道一)ぎょうせい433頁)。さらに、権利者の把握につき起業者及び収用委員会に過失がない場合は、裁決の効果は把握されなかった権利者にも及ぶと解されています(明治40年(オ)138号・大審院明治40年5月

15日判決・民録13集545頁・民抄録32巻6924頁、「(改訂版)逐条解説土地収用法・下」(小澤道一)ぎょうせい428頁)。
このように、権利取得裁決は、その一面において対物処分的性格をも有しているのであり、このことは、例えば、裁決申請に当たって起業者が過失なく土地所有者及び関係人の氏名等を知ることができない場合は裁決申請書の添付書類に記載しなくてもよいこととされていることや(同法第40条第2項)、収用委員会が土地所有者及び関係人の氏名等を確知できないときは、裁決書に明示しなくてもよいこととされていることにも表れています(同法第48条第4項)。これは、土地収用法が権利者の手続き上の権利を十分に保障しつつ公共の利益となる事業の確実な実施を図ろうとする考え方に基づいていることによるものです(「(改訂版)逐条解説土地収用法・上」(小澤道一)ぎょうせい575頁)。

このような考え方から、手続き上の取扱いにおいても、起業者が十分な調査を行い過失がない場合において、裁決手続きの途中で裁決申請書の添付書類に記載されていない者が真実の権利者であることが判明したときは、裁決申請自体はなお適法なものとして取り扱われ、当該真実の権利者を参画させた上で裁決手続きを進めるべきこととされており、実務上もそのような取扱いがなされているところです(徳島県収用委員会昭和52年3月26日裁決、熊本県収用委員会昭和59年3月26日裁決、高知県収用委員会平成13年9月26日裁決等)。
(2)漁業権の収用の場合

同様に、土地収用法第5条に掲げる権利の収用(以下「権利収用」という。)の場合の権利取得裁決の効果について、土地収用法第138条第2項第1号の規定により読み替えられた同法第101条第1項は、「権利取得裁決において定められた権利取得の時期において、当該権利は、消滅」すると規定していますが、これは、権利収用の場合は起業者が取得する権利が存しないため、もう一方の効果である権利の消滅効のみを規定したものです。

したがって、権利の消滅効についてみれば、上記(1)で述べた土地を収用する場合の権利消滅効と同様に、対物処分的性格を有する権利消滅効が生じるのであり、裁決申請に係る権利である限り権利取得裁決において定められた権利取得の時期に消滅することになるのであって、当該権利がどの行政処分により設定されたものか、その設定の時期が事業認定や裁決申請の前かどうかを問いません。

このため、裁決申請書の添付書類においても、収用し、又は使用する権利を特定するために、当該権利の種類及び内容、当該権利に関係のある河川の敷地の所在等を記載することとされていますが(同法施行令第7条第1号の規定により読み替えられた法第40条第1項第2号イ及びロ)、当該権利がどの設定行為に基づくものかまで記載しなければならないこととはされていません。

本件裁決申請書の添付書類においては、収用し、又は使用しようとする権利の種類及び内容として「漁業権(第五種共同漁業)」と記載し、また、当該漁業権に関係のある河川の敷地として一定の区域を明示することにより収用・使用の対象となる漁業権が特定されているのであり、第五種共同漁業を営む権利たる共同漁業権であってこれらの区域に存するものであるかぎり、設定時期やどの行政処分により設定されたものであるかにかかわらず、権利取得裁決において定められる権利取得の時期において消滅することになります。

したがって、熊本代理人が主張するように「切り替え前の漁業権」と「切り替え後の漁業権」が法的に「全く別物」であったとしても、権利取得裁決の効果は「切り替え後の漁業権」にも当然に及ぶものであり、両者が法的に「全く別物」かどうかは関係がありません。
このように、漁業権の収用・使用においては、当該漁業権がどの免許処分により免許されたものかどうかは収用裁決の効果の上では関係がなく、また、裁決申請書の添付書類で明示することも必要とされていないものです。

したがって、「切り替え後の漁業権」が別個の行政処分に基づくものであることを理由に本件裁決申請が却下要件に該当するとする熊本代理人の主張は、法的根拠がないものです。
３.本件裁決申請について

権利の収用及び使用について規定する土地収用法第5条第3項は、河川の敷地を収用適格事業の用に供するため、これに関係のある漁業権を消滅させ、又は制限することが必要かつ相当である場合においては、同法の定めるところにより、これらの権利を収用し、又は使用することができると規定しています。

本件裁決申請に係る権利に関係のある土地の区域については、昭和26年以来既に継続して7度にわたり、球磨川漁業協同組合に対して第五種共同漁業を営む権利としての共同漁業権が免許されています。そして、本件裁決申請が行われた平成13年12月時点において、漁業権(第五種共同漁業)が免許されていたのみならず、今後も当該共同漁業権が免許されるものと認められます。実際、免許権者である熊本県知事においては、現在免許されている漁業権の存続期間の満了に伴い新たな免許申請が球磨川漁業協同組合からなされた場合、所要の手続きを経た上で新たな免許を行う意向と聞いています。

このように、起業者が当該共同漁業権を消滅・制限することが「必要」なものであり、それは当該共同漁業権の更新後においても同様であること、また、本件収用手続きの当初から球磨川漁業協同組合が権利者としてその利益を確保するための機会を付与されてきていることから、本件裁決申請が却下要件に該当することはありません。(なお、当該共同漁業権を収用・使用することが「相当」であることについては、既に事業認定により認定を受けています。)
(参考)
昭和39年(ワ)4967号・大阪地裁昭和42年7月15日判決(抄)

(中略)そうすると、大阪府は収用の裁決により収用の時期である昭和39年8月1日本件収用地の所有権を原始的に取得し、原告の所有権は消滅(絶対的消滅)したものというべきである(土地収用法101条1項)。

明治40年(オ)138号8大審院明治40年5月15日判決(抄)
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